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議案第７０号参考資料 

消防本部総務予防室 

 

吹田市北部消防庁舎等複合施設建設工事 

 

請負金額  ８，１９８，４１０，０００円 

請 負 者  鴻池・堀田特定建設工事共同企業体 

代表者 大阪市中央区北久宝寺町３丁目６番１号 

株式会社鴻池組大阪本店 

取締役専務執行役員本店長 梅 本 真 

構成員 吹田市山手町４丁目４番５号 

株式会社堀田工務店 

代表取締役 堀 田 稔 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ １ ） 
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   明治 4年 1月
   （1871年）

   大正 7年 6月 7日
   （1918年）

   昭和13年 4月 2日
   （1938年）

   昭和14年12月 7日
   （1939年）

   昭和15年 8月 3日
   （1940年）

   昭和17年 6月29日
   （1942年）

   昭和20年 5月30日
   （1945年）

   昭和21年11月11日
   （1946年）

   昭和23年 5月 4日
   （1948年）

   昭和24年 4月12日
   （1949年）

   昭和26年 7月12日
   （1951年）

   昭和26年10月 1日
   （1951年）

   昭和26年11月29日
   （1951年）

   昭和27年11月27日
   （1952年）

   昭和29年 2月26日
   （1954年）

   昭和29年 3月10日
   （1954年）

   昭和32年 1月 1日
   （1957年）

   昭和34年11月26日
   （1959年）

   昭和35年12月30日
   （1960年）

　資本金1億円（2,500万円増資）

　軍需会社法によって運輸事業部門を分離独立させ、鴻池運輸
　（株）を設立、当社は建設業専業となる

　資本金185万円（35万円増資）

　資本金235万円（50万円増資）

　大蔵大臣及び商工大臣より特別経理会社適用除外の許可を
　受ける

営　　業　　の　　沿　　革

株式会社鴻池組

創 業

　株式会社（資本金100万円）に改組

　資本金150万円（50万円増資）

　資本金7,500万円（2,500万円増資）

　資本金500万円（265万円増資）

　資本金4,500万円（3,000万円増資）

　資本金1,500万円（500万円増資）

　資本金5,000万円（500万円増資）

　資本金3億円（1億円増資）

創
　
 

業
　
 

後
　
 

の
　
 

沿
　
 

革

　資本金2億円（1億円増資）

　資本金5億円（2億円増資）

　過度経済力集中排除法の指定取消指令を受ける

（ ２ ）

　不動産部門を分離独立させ、鳳不動産（株）を設立

　資本金1,000万円（500万円増資）
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   昭和36年 2月 8日
   （1961年）

   昭和39年12月26日
   （1964年）

   昭和44年10月 1日
   （1969年）

   昭和46年10月 1日
   （1971年）

   昭和49年 4月 1日
   （1974年）

   昭和52年 4月 1日
   （1977年）

   昭和56年10月 1日
   （1981年）

   昭和58年 4月 1日
   （1983年）

   昭和60年 4月 1日
   （1985年）

   平成 2年 4月 1日
   （1990年）

   平成12年 8月 1日
   （2000年）

   平成14年 5月 1日
   （2002年）

   平成15年 9月 4日
   （2003年）

   平成22年 7月16日
   （2010年）

   平成28年 1月27日
   （2016年）

   令和元年10月 1日
   （2019年）

   令和 2年10月 1日
   （2020年）

　鳳不動産（株）と合併、同社の権利義務一切を継承

　資本金37億5,000万円（12億5,000万円増資）

　資本金50億円（12億5,000万円増資）

　資本金60億円（10億円増資）

　資本金70億円（10億円増資）

　資本金80億円（10億円増資）

　資本金100億円（20億円増資）

創
　
 

業
　
 

後
　
 

の
　
 

沿
　
 

革

　瓦斯管埋設・装置工事部門を分離独立させ、鳳瓦斯工事（株）
　（現、鳳工業（株））を設立

　資本金10億円（5億円増資）

　資本金15億円（5億円増資）

　資本金25億円（10億円増資）

営　　業　　の　　沿　　革

株式会社鴻池組

　現在に至る

（ ３ ）

　資本金200億円（100億円増資）

　株式移転により親会社鳳ホールディングス（株）を設立
  その完全子会社となる

　資本金52億5,000万円（150億円減資・2億5,000万円増資）

　積水ハウス（株）と鳳ホールディングス（株）が資本・業務提携

　鳳ホールディングス（株）が積水ハウス（株）の連結子会社とな
　る

　親会社鳳ホールディングス（株）を吸収合併、
  資本金53億5,000万円（1億円増資）
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平成30年(2018年)6月

1,761,480,000 ～

令和元年(2019年)8月

平成30年(2018年)9月

4,786,657,200 ～

令和2年(2020年)7月

平成30年(2018年)12月

3,945,383,840 ～

令和3年(2021年)8月

平成31年(2019年)1月

1,161,383,000 ～

令和2年(2020年)7月

平成31年(2019年)3月

3,000,000,000 ～

令和3年(2021年)5月

平成31年(2019年)4月

2,167,480,300 ～

令和2年(2020年)12月

令和元年(2019年)6月

1,887,563,700 ～

令和2年(2020年)7月

令和元年(2019年)12月

1,842,500,000 ～

令和3年(2021年)2月

国土交通省
中国地方整備局

　上志段味小新築工事

兵庫県
養父市

青森県
八戸市

工　　   事　　   経　　   歴　　   書

栃木県
真岡市

　真岡市新庁舎建設工事

工　　　期

株式会社鴻池組

三重県
度会郡南伊勢町

発注者

　新町立南伊勢病院建築工事

金額 (円)工 事 名

（ ４ ）

　入間（３０）病院等新設建築工事

　阿久比町立新学校給食センター
　建設工事

　八戸市新美術館建築本棟工事

　島根県警察機動隊建築工事

愛知県
知多郡阿久比町

愛知県
名古屋市

　養父市文化会館（仮称）建設工事

防衛省
北関東防衛局
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貸借対照表 損益計算書

（令和2年9月30日現在） 自　令和元年10月1日

至　令和2年9月30日

（単位　百万円） （単位　百万円）
[資産の部] [経常損益の部]

1 流動資産 179,300 1 営業損益

2 固定資産 40,348 （1）売上高 259,214

3 繰延資産 0 （2）売上原価 230,220

　　売上総利益 28,994
資産合計 219,648

[負債の部] （3）販売費及び一般管理費 11,443
1 流動負債 123,508

　　営業利益 17,551
2 固定負債 9,055

2 営業外損益

負債合計 132,564 （1）営業外収益 855
[純資産の部]

1 資本金 5,250 （2）営業外費用 565

2 資本剰余金 7,276 　　経常利益 17,841
[特別損益の部]

3 利益剰余金 72,177 1 特別利益 979

4 自己株式 0 2 特別損失 1,528

5 その他有価証券評価差額金 2,381 税引前当期純利益 17,291

純資産合計 87,084 法人税、住民税及び事業税 5,584

法人税等調整額 △283 

当期純利益 11,990
負債純資産合計 219,648

株式会社鴻池組

（ ５ ）
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貸借対照表 損益計算書

（令和2年12月31日現在） 自　令和2年10月1日

至　令和2年12月31日

（単位　百万円） （単位　百万円）
[資産の部] [経常損益の部]

1 流動資産 169,981 1 営業損益

2 固定資産 41,451 （1）売上高 55,214

3 繰延資産 0 （2）売上原価 50,222

　　売上総利益 4,991
資産合計 211,433

[負債の部] （3）販売費及び一般管理費 3,237
1 流動負債 112,415

　　営業利益 1,754
2 固定負債 8,982

2 営業外損益

負債合計 121,398 （1）営業外収益 500
[純資産の部]

1 資本金 5,350 （2）営業外費用 205

2 資本剰余金 1,337 　　経常利益 2,049
[特別損益の部]

3 利益剰余金 80,261 1 特別利益 21

4 自己株式 0 2 特別損失 60

5 その他有価証券評価差額金 3,086 税引前当期純利益 2,010

純資産合計 90,034 法人税、住民税及び事業税 15

法人税等調整額 △343 

当期純利益 2,338
負債純資産合計 211,433

株式会社鴻池組

（ ６ ）
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   昭和36年 7月 1日
   （1961年）

   昭和36年 7月13日
   （1961年）

   昭和40年11月20日
   （1965年）

   昭和53年 8月 8日
   （1978年）

   昭和55年 6月25日
   （1980年）

   昭和56年 8月 8日
   （1981年）

   昭和59年 4月13日
   （1984年）

   昭和59年 5月26日
   （1984年）

   昭和62年 6月28日
   （1987年）

   平成 2年 6月28日
   （1990年）

   平成 5年 6月28日
   （1993年）

   平成 8年 6月28日
   （1996年）

   平成13年 6月28日
   （2001年）

   平成18年 6月28日
   （2006年）

   平成18年11月17日
   （2006年）

   平成23年 6月28日
   （2011年）

   平成28年 6月28日
   （2016年）

   平成30年12月13日
   （2018年）

　建設大臣許可（特-62）第10918号　土　建　と　ほ　水

　国土交通大臣許可（特-28）第10918号　土　建　と　ほ　内　水　塗

　本社を大阪府吹田市山手町４丁目４番５号に移転

　国土交通大臣許可（特-23）第10918号　土　建　と　ほ　内　水

営　　業　　の　　沿　　革

株式会社堀田工務店

創 業

　大阪府知事登録（へ）第12396号

　（株）堀田工務店に組織変更資本金300万円

　国土交通大臣許可（特-18）第10918号　土　建　と　ほ　内　水

　大阪府知事許可（特-56）第1022号　土　建　ほ　水　と

　建設大臣許可（特-8）第10918号　土　建　と　ほ　内　水

　建設大臣許可（特-5）第10918号　土　建　と　ほ　内　水

　国土交通大臣許可（特-13）第10918号　土　建　と　ほ　内　水

（ ８ ）

　現在に至る

創
　
 

業
　
 

後
　
 

の
　
 

沿
　
 

革

　建設大臣許可（特-2）第10918号　土　建　と　ほ　水

　国土交通大臣許可（特-30）第10918号許可　解

　増資　資本金3,750万円

　大阪府知事許可（特-53）第1022号　土　建　水　ほ

　池田支店設置

　滋賀営業所設置
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平成30年(2018年)6月

吹田市 205,632,000 ～

平成30年(2018年)11月

平成30年(2018年)7月

池田市 68,472,000 ～

平成30年(2018年)11月

令和2年(2020年)6月

23,100,000 ～

令和2年(2020年)11月

令和2年(2020年)9月

157,300,000 ～

令和3年(2021年)3月

工 事 名

　吹田市立山田東中学校大規模改
　造１期工事（建築工事）

　小曽根幼稚園改築工事

（ ９ ）

学校法人
小曽根学院

工　　   事　　   経　　   歴　　   書

原部落有財産
管理委員会

　原水利組合倉庫（防災倉庫等）新
　設工事

工　　　期

株式会社堀田工務店

発注者

　池田市立池田中学校屋外トイレ屋
　内運動場改修工事

金額 (円)
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貸借対照表 損益計算書

（令和2年9月30日現在） 自　令和元年10月1日

至　令和2年9月30日

（単位　千円） （単位　千円）
[資産の部] [経常損益の部]

1 流動資産 534,117 1 営業損益

2 固定資産 373,274 （1）売上高 580,079

3 繰延資産 0 （2）売上原価 484,849

　　売上総利益 95,229
資産合計 907,392

[負債の部] （3）販売費及び一般管理費 110,496
1 流動負債 170,373

　　営業利益 △15,266 
2 固定負債 204,210

2 営業外損益

負債合計 374,583 （1）営業外収益 23,585
[純資産の部]

1 資本金 37,500 （2）営業外費用 3,786

2 資本剰余金 0 　　経常利益 4,531
[特別損益の部]

3 利益剰余金 546,203 1 特別利益 0

4 自己株式 △50,895 2 特別損失 0

5 その他有価証券評価差額金 0 税引前当期純利益 4,531

純資産合計 532,808 法人税、住民税及び事業税 85

当期純利益 4,446
負債純資産合計 907,392

株式会社堀田工務店

（ １０ ）
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議案第 72号参考資料 

市民部人権政策室男女共同参画センター 

 

 

地域女性活躍推進交付金を活用した電話相談の拡充について 

 

１ 事業概要 

 新型コロナウイルス感染症の影響で生活や仕事、DV 被害、子育てや介護に関して深刻な状況と

なっている女性が増えている中、不安を抱える女性への相談支援を充実させる必要がある。 

 今回、地域女性活躍推進交付金を活用し、新型コロナウイルス感染症の影響で困難を抱える女

性への支援として、現在、男女共同参画センターで行っている「女性のための電話相談」につい

て、平日の日中に電話相談が難しい方も利用しやすいよう相談時間及び曜日を追加し、コロナ禍

で困難を抱える女性の悩みの解消、他人との信頼関係、基本的生活習慣の立て直し、将来に対す

る目標設定など、相談者に寄り添った支援を実施する。さらに相談内容を整理分析し、今後の事

業への活用につなげる。 

 

２ 事業内容 

現在、週３回実施している「女性のための電話相談」において、夜間帯及び土曜日に相談時間

を新たに開設する。 

 【拡充する相談時間】 

水曜日 17：00～20：00 

土曜日 13：00～17：00 

※参考 現在行っている「女性のための電話相談」の相談時間 

月曜日・金曜日 10：00～16：00 

水曜日 10：00～17：00 

 

３ 事業実施期間 

 令和３年（2021 年）７月１日～令和４年（2022 年）３月３１日 

 

４ 事業費 

 1，016 千円 

  内訳）電話相談等業務委託料（相談内容の整理分析含む）  869 千円 

     人件費                      147 千円 

地域女性活躍推進交付金（補助率：3/4）を充当予定 

 

５ 市民への周知方法 

 ６月下旬に市のホームページ、男女共同参画センターFacebook、男女共同参画センターTwitter

にて周知予定 
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